
 

 

地域医療介護総合確保基金を活用する令和５年度県計画（素案）について 

 
１ 制度の概要 

いわゆる団塊の世代の方々が 75歳以上となる令和 7（2025）年に向け、医療・介護サービ

スの提供体制の改革を推進するため、消費税増収分を財源として活用した基金（負担割合：

国 2/3、都道府県 1/3、一部国 10/10）を都道府県に設置し、毎年度、都道府県が作成した計

画に基づく事業を実施する。 （本県では平成 26年 12 月に「地域医療介護総合確保基金」を

設置） 

(1) 令和５年度基金規模国予算案                  

   医療分：1,029 億円（1,029 億円） 

       （内訳：施設等の整備 200 億円（200 億円）、病床機能再編支援 195 億円（195 億
円）、居宅等の医療提供及び従事者の確保 491 億円（491 億円）、勤務医の働き方 
改革 143 億円（143 億円）） 

(2) 対象事業（医療分） 

①－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
①－２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 
②   居宅等における医療の提供に関する事業 
③   医療従事者の確保に関する事業  
④   勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

２ 令和５年度新規積立金（案） 23 億 5,166 万 6 千円（前年度 28 億 944 万 3 千円） 

対象事業 金 額 

① －１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 
0 億円 （4.4 億円）

① －２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能

又は病床数の変更に関する事業 
3.4 億円 （1.9 億円）

② 居宅等における医療の提供に関する事業 0.6 億円 （0億円）

③ 医療従事者の確保に関する事業 15.9 億円 （15.0 億円）

④ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に

関する事業 
3.6 億円 （6.8 億円）

  ※ ①－１区分の事業に関しては、既積立額や執行残を活用する。 
 
３ 今後のスケジュール（予定） 

令和 5年 2 月 15 日 医療審議会医療体制部会で計画事業(素案)について審議 

 3 月  計画事業(素案)の事業額を国へ提出 

 8 月 国から交付額の内示 

 12 月 内示額に基づく計画作成（国へ交付申請） 

令和 6年 2～3月 国から交付決定 

 
 

 
 
【主な令和５年度事業（（ ）は前年度）】 

 

  

① －１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

《821,618》千円 （434,992《293,776》） 

 

【継続】    

 回復期病床整備事業    《497,000》千円 （《293,776》）  

 病床規模適正化事業 《226,212》千円 （248,955） 等 

 ※《  》は既積立額や執行残を活用して事業を実施 
 

 

     

① －２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 

336,984 千円       （192,660） 
 

【継続】  

 病床機能再編支援交付金事業 336,984 千円     （192,660）  

    

②  居宅等における医療の提供に関する事業    56,555 千円    （《43,904》）  

【継続】  

 在宅歯科医療推進歯科衛生士研修事業 9,408 千円 （《9,408》）  

 在宅歯科医療連携室事業 8,513 千円 （《8,513》）  

 訪問看護推進事業 12,376 千円 （《1,790》） 等 

 ※《  》は既積立額や執行残を活用して事業を実施  

③  医療従事者の確保に関する事業           1,595,702 千円       （1,501,629）  

【継続】 
 

 地域医療確保修学資金貸付金 361,800 千円 （348,107）  

 看護師等養成所運営助成事業 269,663 千円 （283,279）  

 病院内保育所運営助成事業 287,641 千円 （276,443） 等 

【新規】 

 口腔がん検診モデル事業 4,500 千円 （0）  

 看護研修会館研修室整備事業 26,261 千円 （0）  

  

④  勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業  

 362,425 千円          （680,162）  

【継続】 
 

 地域医療勤務環境改善体制整備事業 362,425 千円 （680,162） 
 

資 料 ５ 
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2,351,666千円

１－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業　　　　 (単位：千円)

1
回復期病床（回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟など）の新設・転換するために必要となる施設・設備整備に助成
する。

医療機関 1/2 （293,776） （497,000） （497,000）

2 病床の適正化に伴い不要となる病棟、病室等を他の用途へ変更(機能転換以外)するために必要な改修及び設備に助成する。 医療機関 1/2 248,955 （226,212） （226,212）

3 地域医療構想の進め方について、研修会を開催するとともに、アドバイザーを設置して議論を活性化させる。
県

県医師会
― 8,171 （8,167） （8,167）

在宅医療の充実により療養病床等の入院患者の在宅への移行を促進し、慢性期病床等の他の機能の病床への転換等を推進するため、
医療介護連携を進める上で必要となる多職種連携や職種別の研修を実施する。

66,866 （62,489） （62,489）

【継続（H30計画～）】
病床の機能分化と連携推進事業

地域医療構想推進委員会における協議を円滑に進めるため、医療機関を対象とした病床機能の役割分担の明確化を進めていくための
研修に対し助成する。

愛知県病院団体協議会 10/10 7,000 （7,000） （7,000）

【継続（H27計画～）】
地域包括ケア推進事業

地域包括ケアシステムの構築を図るため、国立長寿医療研究センターに市町村からの問い合わせに対応する相談窓口を設置するなど
により、システム構築の取組を県内に広める。また、在宅医療・介護連携事業の関係者を集めたネットワーク会議を設置する。

県
国立長寿医療研究センター

県医師会
委託等 12,634 （12,631） （12,631）

【継続（H27計画～）】
在宅医療推進協議会事業

在宅医療の推進を図るため、「在宅医療推進協議会」を設置し、県内全域の在宅医療の確保及び連携体制の構築に関する協議を行
う。

県 ― 495 （491） （491）

【継続（H26計画～）】
在宅医療推進研修事業

在宅医療提供体制を充実させ、在宅医療機関不足を解消するため、地域の開業医を軸に多職種を含めた研修を実施する。 県医師会 委託 2,257 （2,257） （2,257）

【継続（H27計画～）】
リハビリテーション情報センター事業

回復期病床の充実を図るため、リハビリ職種に対し、情報提供やリハビリを取り入れた退院支援等の研修を実施する。 県理学療法士会 1/2 1,620 （1,620） （1,620）

【継続（H28計画～）】
小児在宅医療普及推進事業

重症小児患者が地域で安心して暮らすことができるよう、地域の受入体制充実のための研修を実施する。 県医師会 委託 2,018 （2,018） （2,018）

【継続（H28計画～）】
訪問看護職員就労支援事業

訪問看護ステーションの充実を図るため、訪問看護ステーションに新規採用された看護職員が就労しながら研修を受講する際の経費
を助成する。
また、愛知県看護研修センターにおいて実施する、新人訪問看護職員研修に要する経費に対し助成する。

訪問看護ステーション
県

1/2
－

29,948 （31,498） （31,498）

【継続（H28計画～）】
薬剤師在宅医療対応研修事業

薬剤師が他の専門職と協同し、病院から在宅医療へのスムーズな移行に必要な知識及びノウハウを習得するため、実践的な内容の研
修を実施する。

県薬剤師会 委託 1,971 （1,971） （1,971）

【継続（H29計画～）】
在宅歯科医療普及研修事業

病院退院時に在宅歯科医療に円滑に移行するため、病院関係者と地域の在宅歯科医療関係者の連携が強化されるよう病院従事者と地
域の在宅歯科医療関係者を対象とした在宅歯科医療への普及についての研修を実施する。

県歯科医師会 委託 2,008 （2,008） （2,008）

【継続（H31計画～）】
地域包括ケア対応歯科衛生士養成事業

地域包括ケアシステムの専門職の一員として、多職種との連携調整を行いながら、口腔健康管理を提供できる歯科衛生士を養成する
ための事業を実施する。

県歯科衛生士会 委託 995 （995） （995）

【廃止】
訪問看護ステーション長期派遣研修事業

訪問看護ステーションの充実を図るため、病院に勤務する看護師を訪問看護ステーションに長期間派遣し、在宅ケアが必要な患者の
ニーズを適切に判断できる看護師を養成する。

医療機関 1/2 4,239 0 0

【廃止】
在宅・介護領域職員研修事業

訪問看護事業所などで業務に従事する看護職に対して最新の看護技術や知識・多職種連携体制強化についての研修会を開催する。 県看護協会 委託 1,681 0 0

5
県内の医療機関や自治体及び患者からさまざまな医療情報データを収集し、医療圏ごとの医療需要の現状分析・将来推計により課題
を抽出し、研修会を実施する。

名古屋大学医学部附
属病院

3/4 111,000 （27,750） （27,750）

434,992 0 0 0

（293,776） （821,618） （821,618） （0）

（　　）は既積立額や執行残を活用して事業を実施

R4（2022）
計画額

R5（2023）
新規積立要望額

R5（2023）
事業実施分

R6（2024）
以　　　降
事業実施分

区分Ⅰ－１　計

【継続（H27計画～）】
回復期病床整備事業

【継続（H31計画～）】
病床規模適正化事業

【継続（H31計画～）】
地域医療構想推進事業

4

【継続】
医療介護連携体制支援事業

【継続（R4計画～）】
医療資源適正化連携推進事業

地域医療介護総合確保基金を活用する令和５年度県計画（素案）

No. 事業名 概要 事業者
補助
率等
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１－２．地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 (単位：千円)

6 医療機関が、地域医療構想に即した病床機能再編を実施した場合に、減少する病床数に応じた交付金を支給する。 医療機関 － 192,660 336,984 336,984

192,660 336,984 336,984 0

２．居宅等における医療の提供に関する事業　　　　 (単位：千円)

7 本県における保健・医療・福祉関係者の連携強化に資する関連調査を行うとともに、県民への普及啓発を行う。 県医師会 委託 （2,871） 2,871 2,871

8 訪問歯科診療の支援を行う歯科衛生士の派遣や在宅歯科医療に関する講習会を実施する。 県歯科医師会 委託 （8,513） 8,513 8,513

9 在宅で療養する者の口腔ケアを含めた口腔機能管理に必要な医療機器等の整備にかかる経費に対し助成する。 医療機関 1/2 （9,120） 9,120 9,120

10
愛知歯科医療センターと障害者歯科医療センターを中心とした障害者歯科医療ネットワークを整備、運用するとともに、障害者歯科
医療専門医を育成することにより、地域完結型の障害者歯科医療体制の実現を目指す。

県歯科医師会 委託 （7,326） 7,326 7,326

11 未就業歯科衛生士の再就業を支援するため、登録バンクの運営、研修、職場環境整備、養成校連携強化を実施する。 県歯科医師会 委託 （9,408） 9,408 9,408

12
訪問看護提供体制の推進支援を図る拠点（訪問看護総合支援センター）における訪問看護職員の教育・研修に係る事業を支援・強化
することにより、訪問看護職員の質の向上を図るとともに、在宅医療体制の着実な整備を目指す。

県
県看護協会

―
委託

（1,790） 12,376 12,376

13 特定行為を行う看護師に対する研修経費、研修受講中の代替職員補充経費などに対して助成する。 医療機関
1/2
1/4

（3,396） 5,461 5,461

14
高齢者の口腔機能評価を適切に行うための人材育成とともに、口腔機能の維持・機能回復に向けた取組を関係機関・団体と連携して
推進する。

県歯科医師会 1/2 （1,480） 1,480 1,480

0 56,555 56,555 0

（43,904） （0） （0） （0）

（　　）は既積立額や執行残を活用して事業を実施

【継続（H27計画～）】
在宅歯科医療推進歯科衛生士研修事業

【継続（国庫）】
訪問看護推進事業

【継続（R2計画～）】
特定行為研修事業

【継続（R4計画～）】
高齢者口腔機能評価推進事業

R5（2023）
事業実施分

R6（2024）
以　　　降
事業実施分

R4（2022）
計画額

R5（2023）
新規積立要望額

【継続（H27計画～）】
保健医療福祉連携強化普及啓発事業

【継続（国庫）】
在宅歯科医療連携室事業

【継続（国庫）】
在宅療養者歯科口腔保健推進設備整備事業

【継続（H27計画～）】
障害者歯科医療ネットワーク推進事業

No. 事業名 概要 事業者
補助
率等

R5（2023）
事業実施分

R6（2024）
以　　　降
事業実施分

R4（2022）
計画額

R5（2023）
新規積立要望額

区分Ⅱ　計

【継続（R3計画～）】
病床機能再編支援交付金事業

区分Ⅰ－２　計

No. 事業名 概要 事業者
補助
率等
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３．医療従事者の確保に関する事業　　　　 (単位：千円)

15 小児科医の診療していない休日等に保護者向けの相談体制を整備し、適切な医療相談を実施する。 民間事業者 委託 31,637 59,882 59,882

16 小児専門医確保のための研修事業に対し助成する。
医療機関

 (3)
1/2 9,459 9,459 9,459

17 小児の第2次救急医療体制として在宅当番医及び病院群輪番制病院等を支援する小児科標榜病院に対し助成する。 医療機関 2/3 16,206 16,276 16,276

18 産科医及び小児科医の処遇改善・人材確保のため、分娩手当や新生児担当医に対する手当を支給する医療機関に対し助成する。 医療機関 1/3 108,712 117,900 117,900

19 地域の中小規模の産婦人科医療機関でも帝王切開に対応できるよう医師確保のための支援を行う。 医療機関 1/3 30,609 34,104 34,104

20
一定の救急搬送実績のある第２次救急医療施設、救急告示病院で夜間・休日の救急医療を担う医師への手当の支給を通じ、これらの
業務負担の多い勤務医等の処遇改善を図る。

２次救急医療施設
救急告示病院

（12）
1/3 11,290 11,333 11,333

医療法で地域医療支援センターにおいて実施が求められている、医師の地域偏在解消のために必要な医療支援事務を行う。 132,510 142,347 142,347

【継続(H27計画～)】
地域医療支援センター運営費等

県内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師確保の支援等を行うことにより、
医師の地域偏在を解消する。

県
県医師会
医療機関

－ 72,488 82,325 82,325

【継続（国庫）】
医師派遣推進事業

医師派遣を行う医療機関が、医師を派遣することによる逸失利益に対して補助する。
医療機関
（5）

3/4 17,060 17,060 17,060

【継続（国庫）】
女性医師等就労支援事業

職場を離れた女性医師への復職支援、短時間勤務を取り入れる医療機関への助成など、女性医師が育児をしながら働くことができる
体制整備を行う。

医療機関等
1/2
3/4

10/10
42,962 42,962 42,962

22 将来的に県内の公的医療機関等で一定期間勤務することを条件とした修学資金の貸付を医学生に対し行う。 県 定額 348,107 361,800 361,800

23
医師・看護師等の離職防止や医療安全の確保を図るため、各医療機関の勤務環境改善に向けた取組を支援する「愛知県医療勤務環境
改善支援センター」を設置する。

民間団体
（企画公募にて選

定）
委託 20,029 20,029 20,029

24 診療所における看護職員の確保を図るための事業を行う。 県医師会 定額 3,675 3,675 3,675

25 看護師の人材確保を図るため、「愛知県ナースセンター」の業務を公益社団法人愛知県看護協会に委託し実施する。 県 委託 78,999 79,514 79,514

26 看護師等養成所の運営に必要な経費を助成する。 看護師等養成所 定額 283,279 269,663 269,663

27 病院の設置する保育施設への補助を行い、看護職員等の離職防止及び再就職を支援する。 県
2/3
1/2
1/4

276,443 287,641 287,641

【継続（国庫）】
小児救急電話相談事業

概要 事業者
補助
率等

【継続（国庫）】
小児集中治療室医療従事者研修事業

【継続（国庫）】
小児救急医療支援事業

【継続（国庫）】
産科医等支援事業

【継続(H26計画～)】
帝王切開術医師支援事業

【継続（国庫）】
救急勤務医支援事業

【継続（一部国庫）】
看護師等養成所運営助成事業

【継続（一部国庫）】
病院内保育所運営助成事業

R5（2023）
事業実施分

R6（2024）
以　　　降
事業実施分

R4（2022）
計画額

R5（2023）
新規積立要望額

21

【継続（一部国庫）】
地域医療支援センター事業

【継続(H27計画～)】
地域医療確保修学資金貸付金

【継続(H27計画～)】
医療勤務環境改善支援センター事業

【継続(H27計画～)】
看護職員確保対策事業

【継続（H26計画～）】
ナースセンター事業

No. 事業名

5‐4



28 新人看護職員研修ガイドラインに示された項目に沿って病院等が実施する新人看護職員研修に対し助成する。
医療機関
(92か所)

1/2 97,366 104,781 104,781

29 医療療育総合センターにおいて新規採用看護師に対し研修を実施する。 県 ― 636 878 878

30 認定看護師育成のため研修を実施する医療機関等へ助成する。 県看護協会 定額 4,725 4,200 4,200

31
県立の看護専門学校において、「地域枠推薦入試」を行い、へき地医療機関への就職を希望する者に対して、在学中に奨学金を貸与
する。

県 ― 6,600 4,200 4,200

32
看護職員の継続教育を推進するための拠点として、総合看護専門学校内に看護研修部門を設置し、看護教員等指導者の養成や施設内
教育の支援、再就業希望者のための実務研修などの事業を実施する。

県 ― 29,888 25,952 25,952

33 看護職員の離職防止を図るため、勤務環境改善整備をする施設整備事業に要する経費について補助する。 医療機関 1/3 6,875 6,012 6,012

34
結婚、育児等を理由に休業している薬剤師のうち、勤労意欲のある者に対して研修会等を開催し、復職を支援することにより、地域
包括ケアを推進する薬剤師の人材確保を図る。

県薬剤師会 委託 1,426 1,426 1,426

35
【H27までは地域医療再生基金により実施】
障害者が地域で安心して生活できる体制整備のため、医療・療育関係者等へ研修を行うともに、発達障害医療及び重症心身障害児者
療育に係るネットワークの構築を行う。

県 ― 3,158 3,869 3,869

36
口腔の悪性新生物を早期発見し、早期治療・回復及び患者のQOL維持に向け、専門医の指導下で、口腔粘膜疾患の診察技術習得に係る
実技研修を実施し、歯科医師の資質向上を推進するために事業を助成する。

県歯科医師会 1/2 0 4,500 1,500 3,000

37
医療の高度化や専門化に対応する看護職員の養成を図るため、看護職員の研修拠点となる看護研修会館における研修室の施設整備事
業に要する経費について補助する。

県看護協会 1/2 0 26,261 26,261

1,501,629 1,595,702 1,592,702 3,000

４．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業　　 (単位：千円)

38
地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっていると認める医療機関を対象に、医師の労働時間短縮に向けた総
合的な取組を支援するため、ＩＣＴ機器整備費等に対して助成する。

医療機関
9/10
10/10

680,162 362,425 362,425

680,162 362,425 362,425 0

合計 2,809,443 2,351,666 2,348,666 3,000

（337,680） （821,618） （821,618） （0）

（　　）は既積立額や執行残を活用して事業を実施

【継続(R3計画～)】
地域医療勤務環境改善体制整備事業

区分Ⅳ　計

R5（2023）
事業実施分

R6（2024）
以　　　降
事業実施分

R4（2022）
計画額

R5（2023）
新規積立要望額

【継続（国庫）】
新人看護職員研修事業

【継続（国庫）】
医療療育総合センター費

No. 事業名 概要 事業者
補助
率等

【継続（国庫）】
看護職員専門分野研修事業

【継続(H27計画～)】
へき地医療確保看護修学資金貸付金

【継続（一部国庫）】
看護研修センター事業

【継続(国庫)】
看護師勤務環境改善施設整備事業

【継続(H27計画～)】
薬剤師再就業支援事業

【継続(H28計画～)】
障害児者医療研修事業

区分Ⅲ　計

【新規】
口腔がん検診モデル事業

【新規】
看護研修会館研修室整備事業

補助
率等

R4（2022）
計画額

R5（2023）
新規積立要望額 R5（2023）

事業実施分

R6（2024）
以　　　降
事業実施分

No. 事業名 概要 事業者
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